
特別区制度の沿革について 

法律・答申等  制 度 の 概 要 等           
明治１１年（１８７８年） 
「郡区町村編制法」制定  
 
１５区  

・三府五港（東京府・京都府・大阪府、横浜港・神戸港・長崎

港・函館港・新潟港）などの人口の多いところは、郡とは別

に区を置く。 
・東京、大阪などのように広い地域は数区に分割することとし、

東京には１５区が置かれた。 
・区は法人格を持たないが、区会（議会）が置かれた。 

明治２１年（１８８８年） 
「市制町村制」制定  
１５区  

・１５区の区域をもって東京市が置かれた。（明治２２年施行） 
・東京、京都、大阪の区は存置され、それ以外に置かれていた

区は市となった。 

明治３１年（１８９８年） 
「市制中追加法律」制定  
１５区  

・東京市・京都市・大阪市に関する区の規定を市制に追加。 
・区は財産、営造物に関する事務や法令による委任事務を処理

することとされた。 
明治４４年（１９１１年） 
「市制改正法律」施行 
１５区  

・東京市・京都市・大阪市の区は法人格を持つこととされ、自

治区的性格を付与された。 

昭和７年（１９３２年） 
東京市の区域拡大  
３５区  

・東京市に隣接する５郡８２町村を市に編入して新たに２０区

を新設した。 
・昭和１１年にさらに２村を編入し、現在の特別区の区域が確

定した。 
昭和１８年（１９４３年） 
「東京都制」施行  
３５区  

・従来の東京府の区域をもって東京都を置き、都の首長を官吏（都

長官）として、東京市を廃止した。 
・従来の東京市の区は東京都の直近下級組織となったが、区会

は任意から必置となり存続することとなった。 

昭和２１年（１９４６年） 
「改正東京都制」施行 
３５区  

・区長は公選とされた（２２年４月実施）が、区が内部的団体

であり、都が基礎的団体であるという性格の変更はなかった。 

昭和２２年（１９４７年） 
 
「地方自治法」制定  
 
２２区（８月から２３区） 

法律上「特別区」とされる。  
・都の区は特別区として、原則として市と同一の機能を認め、

区長は公選とする。 
・東京都は基礎的団体ではなく、道府県と同様、市町村を包括

する団体とする。 
昭和２６年（１９５１年） 
「神戸委員会」第２次勧告 

・特別区の存する区域においては、一つの大都市としての性格

を有していることから、自治法が特別区を市と同一の権能を

有するとしている規定を見直す。 
昭和２７年（１９５２年） 
 
「改正地方自治法」施行  
 

「区長公選制」の廃止など  
・区長の公選制を廃止し、特別区の議会が都知事の同意を得て

区長を選任する。 
・特別区の処理すべき事務を限定列挙し、特別区が東京都の内

部的な部分団体であることを明確にする。 
・国と地方自治体との間の平衡交付金制度に準じた、「都区財政

調整制度」を設ける。 
昭和３７年（１９６２年） 
「第８次地方制度調査会」

答申  

「首都制度当面の改革に関する答申」  
・都の事務の特別区への大幅な移譲 
・特別区の性格は従来通りの制限自治区 

昭和４０年（１９６５年） 
「改正地方自治法」等施行 

・福祉事務所等の事務の移管 
・地方税法の改正による特別区税の法定化 
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法律・答申等  制 度 の 概 要 等           
昭和４７年（１９７２年） 
 
「第１５次地方制度調査

会」答申  

「特別区制度の改革に関する答申」  
・区長の公選制度の採用 
・特別区の区域を通じて一体的に処理することが必要な事務を

除き、市が処理する事務を行う。 
・都配属職員制度の廃止 

昭和５０年（１９７５年） 
「改正地方自治法」施行  

「区長公選制」の復活など  
・保健所事務等の移管、都配属職員制度の廃止 

昭和５６年（１９８１年） 
 
「特別区政調査会」答申  

「『特例』市の構想－特別区制度の将来」  
・特別区を普通地方公共団体としての「特例」市とする。 
・「特例」市は一般市の事務のほか、府県事務の一部も処理する。 
・都区財政調整制度を廃止し、「特例」市間の水平的な財政調整

制度を新たに創設する。 
昭和５９年（１９８４年） 
 
「都制度調査会」報告 

「新しい都制度のあり方」  
・大都市における基礎的な地方公共団体として、狭域自治体を

設置し、普通地方公共団体に位置づける。 
・狭域自治体は、特別区の事務権能を一層拡充し、住民に身近

な事務を処理する。 
・都が賦課徴収する税の一部の税目を狭域自治体間の財政調整

のための財源とし、都が調整を行う。 
昭和６１年（１９８６年） 
 
「都区制度改革の基本的

方向」合意 

・新しい基礎的自治体は、大都市区域における基礎的自治体と

し普通地方公共団体に位置づける。 
・新しい基礎的自治体は、特別区の事務権能を含め一層拡充し、

都の事務のうち住民に身近な事務を新たに処理する。 
・都区財政調整制度の垂直調整は廃止する。 
・新しい都が賦課徴収する市町村税の一部を調整税として、新

しい基礎的自治体間の財政調整を行う。 
平成２年（１９９０年） 
 
「第２２次地方制度調査

会」答申  

「都区制度の改革に関する答申」 
・特別区を基礎的な地方公共団体とし、特別地方公共団体に位

置づける。 
・特別区は、都が一体的に処理する必要がある事務を除き、市

が処理することとされている事務を処理する。 
・都区財政調整制度は存置するが、総額補てん主義・納付金制

度の廃止などの改正を行う。 
平成６年（１９９４年） 
 
「都区制度改革に関する

まとめ（協議案）」合意  

・特別区を基礎的な地方公共団体に位置づける。 
・清掃事業をはじめとする住民に身近な事務をできるだけ特別

区に移管する。 
・特別区の固有財源の拡充 
・都区財政調整制度の改善（総額補てん主義・納付金制度の廃

止など） 
平成１２年（２０００年） 
 
「改正地方自治法」施行  

「都区制度改革」の実現  
・特別区を「基礎的な地方公共団体」と位置づける。 
・廃置分合など、地方自治法上の特例措置の改正 
・清掃事業などの事務の移管 
・特別区の固有財源の拡充（入湯税等） 
・財政調整制度の見直し（総額補てん主義・納付金制度の廃止） 

※参考資料：橋本勇著「地方自治のあゆみ」（良書普及会）、 

(財)特別区協議会「『東京の区』変遷と展望」 ほか 


